
ご 利 ⽤ の ⼿ 引 き
資 ⾦ 名 ⻑期資⾦（協調⽀援型特別貸付︓⽶国関税措置対策）【令和７年７⽉取扱い開始】

⽬ 的
⽶国の関税措置の影響を受けている（⼜は受ける⾒込みである）中⼩企業者にプロパー融資と保証付き融
資を組み合わせることにより、中⼩企業者の多岐にわたる経営課題解決への取り組みを促進する
[※信⽤保証料の概ね４分の１を兵庫県が負担]

融 資
対 象 者

県内で事業を営む中⼩企業者等で、次の①②に該当する者
①協調⽀援型特別保証制度の申込⼈資格要件※を満たす者［その他のポイント①］
②⽶国関税措置の影響を受けた、または今後影響を受ける⾒込みである者［その他のポイント②］
［※協調⽀援型特別保証制度の申込⼈資格要件（概要）］
次のア⼜はイのいずれかに該当する者。
ア 申込⾦融機関から本貸付の実⾏と原則同時に本貸付の融資額の１割以上（融資期間１２か⽉以
上）のプロパー融資を受けること

イ 申込⾦融機関の⽀援を受けつつ、⾃ら経営⾏動計画の策定並びに計画の実⾏及び進捗の報告を⾏う
こと

資⾦使途 設備資⾦、運転資⾦及び借換資⾦［その他のポイント③］

借 換 既往の保証協会保証付融資からの借換資⾦として利⽤可能［その他のポイント③］

融

資

条

件

利 率 年１．９５％（固定） 期  間
設備 10年以内（うち据置３年以内）
運転・借換 10年以内（うち据置１年以内）
［その他のポイント④］

限 度 額 １企業・１組合 ３，０００万円
［その他のポイント⑤⑥⑦］ 預 託 あり

信 ⽤ 保 証 必ず保証協会の保証を付ける

特別保証制度等 協調⽀援型特別保証制度に対応

責任共有制度 対象

保 証 料 率 保証協会所定の保証料率に対し、国及び県が保証料補助を⾏う［その他のポイント⑧］

連 帯 保 証 ⼈
保証協会の定めによる
（法⼈代表者以外の連帯保証⼈は原則不要。「事業者選択型経営者保証⾮提供制度」⼜は
「経営者保証を不要とする保証の取扱い」を適⽤する場合は法⼈代表者も含めて不要）

担 保 保証協会の定めによる

申 込 先 取扱⾦融機関

取 扱 期 間

令和７年７⽉１⽇から令和７年12⽉31⽇保証申込受付分まで（ただし、令和８年１⽉31
⽇までに融資実⾏される必要があります）
なお、上記の取扱期間内においても、県の予算の上限に達した場合取扱いが終了する可能性が
あります。

申
込
書
類

① 信⽤保証委託申込書（様式第１号）

添
付
書
類

② 協調⽀援型特別保証制度所定の申込⼈資格要件申告書兼誓約書［その他のポイント⑨］
③ 協調⽀援型特別保証制度所定の経営⾏動計画書（上記申込⼈資格要件①－イの場合）
［その他のポイント⑩］

④ 保証料補助要件等確認書（様式第14号）[その他のポイント⑪⑫]
⑤ その他取扱⾦融機関⼜は保証協会が必要と認める書類



融
資
ﾌ
ﾛ
ｰ

中⼩企業者
申 込

実 ⾏

取扱⾦融機関 保証申込 保証協会 実⾏報告
県・融資対象要件の確認

・融資審査 保証承諾 ・保証審査

                              様式第14号の送付［その他のポイント⑫］
※（申込⼈資格要件②の場合）期中において、中⼩企業者から取扱⾦融機関への実⾏状況等の報告、及び取
扱⾦融機関から保証協会への実⾏状況等の報告が必要［その他のポイント⑩］
※融資実⾏⽇から 6か⽉以内に、中⼩企業者に対し、⾮⾦融⽀援を実施してください［その他のポイント⑪］
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① 本貸付は、国の「協調⽀援型特別保証制度」を利⽤する中⼩企業者が対象です。そのため、兵庫県中⼩企業
融資制度要綱及び本⼿引きに記載するもののほか、各種要件や取扱いは協調⽀援型特別保証制度要綱に依拠
します。詳細は兵庫県信⽤保証協会各事務所・⽀所にお問い合せください。

② ⽶国への輸出企業に限らず、直接・間接的に⽶国関税の影響を受けた、⼜はその⾒込みがある企業も対象で
す。影響の有無は、取扱⾦融機関が聞き取りなどで確認し、保証料補助要件確認書（様式第14号）に記載し
てください。 企業の説明に⼀定程度の合理性が認められる場合は、⽶国関税措置の影響があると判断して差し⽀
えありません。（根拠資料等の提出は不要です）

③ 借換対象は、原則として兵庫県信⽤保証協会の保証付融資に限ります。
④ 設備資⾦と運転資⾦⼜は借換資⾦を併⽤して申込む場合は、据置期間は３年以内となります。
⑤ 本貸付の融資限度額は、残⾼ベースで3,000万円までとします。累計実⾏額には制限がありません。（本貸付か
ら本貸付に借り換える場合を含む）

⑥ 通常の「⻑期資⾦（協調⽀援型特別貸付）」との併⽤も可能です。その場合も、本貸付の融資残⾼および融
資限度額は本貸付分のみで判断します。ただし、本貸付、通常の⻑期資⾦（協調⽀援型特別貸付）⼜は協調
⽀援型特別保証制度の保証残⾼と合算して残⾼ベースで2億8,000万円（組合の場合4億8,000万円）が限
度となります。

⑦ 融資限度額は企業（組合）単位で判定します。同⼀企業（組合）が複数の⾦融機関で申込む場合も、融資
残⾼を合算して3,000万円までとなります。

⑧ 協調⽀援型特別保証制度所定の保証料率に対し、下表のとおり国及び県が信⽤保証料補助を⾏います。ただ
し、事業者選択型経営者保証⾮提供制度に係る上乗せ分の保証料、条件変更等に伴い追加で⽣じる保証料は
対象外とします。
〔表１︓申込⼈資格要件①－アの場合〕

保証料率区分 ① ② ③ ④ ⑤・
BSなし ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

保 証 料 率 1.90% 1.75% 1.55% 1.35% 1.15% 1.00% 0.80% 0.60% 0.45%
国保証料補助 0.95% 0.87% 0.77% 0.67% 0.57% 0.50% 0.40% 0.30% 0.22%
県保証料補助 0.47％ 0.43％ 0.38％ 0.33％ 0.28％ 0.25％ 0.20％ 0.15％ 0.11％
事 業 者 負 担 0.48% 0.45% 0.40% 0.35% 0.30% 0.25% 0.20% 0.15% 0.12%

〔表２︓申込⼈資格要件①－イの場合〕

保証料率区分 ① ② ③ ④ ⑤・
BSなし ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

保 証 料 率 1.90% 1.75% 1.55% 1.35% 1.15% 1.00% 0.80% 0.60% 0.45%
国保証料補助 0.47% 0.43% 0.38% 0.33% 0.28% 0.25% 0.20% 0.15% 0.11%
県保証料補助 0.47％ 0.43％ 0.38％ 0.33％ 0.28％ 0.25％ 0.20％ 0.15％ 0.11％
事 業 者 負 担 0.96% 0.89% 0.79% 0.69% 0.59% 0.50% 0.40% 0.30% 0.23%
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⑨ 保証協会所定の書式については兵庫県信⽤保証協会のホームページよりダウンロードください。
⑩ 申込⼈資格要件①－イの場合、⾦融機関は、下記のとおり事業計画の策定⽀援や経営⽀援を継続的に⾏う
責務があります。
［協調⽀援型特別保証制度要綱に定める⾦融機関の責務（概要）］

   ア 原則として四半期に１回、経営の状況を確認するとともに、中⼩企業者等から計画の実⾏状況等の報告を
受ける。

   イ 中⼩企業者等に対し、当初策定した計画の⾒直し及び同計画を進めるための経営⽀援を⾏う。
   ウ 原則として、計画を策定した⽇の属する事業年度から５事業年度にわたり、年１回中⼩企業者の事業年度

毎に、保証協会に対し、中⼩企業者等の本制度の利⽤状況、計画の実⾏状況、財務状況並びに⾦融機関
の経営⽀援状況を電⼦データで報告する。

   エ 中⼩企業者の実⾏状況を踏まえ、必要に応じて、中⼩企業者等に対し、計画の修正に係る指導・助⾔や追
加的な経営⽀援を⾏う。

⑪ 取扱⾦融機関は、申込⼈である中⼩企業者等に対し、経営課題の解決や成⻑⽀援を⽬的とした⾮⾦融⽀援を
実施してください。
※ 保証申込時に、保証料補助要件等確認書（様式第14号）の「４ 申込企業に対して実施予定の⾮⾦融
⽀援」欄に、予定している⽀援内容を記載し、申込書類に添付してください。

※ ⾮⾦融⽀援の実施は原則として、融資実⾏⽇から6か⽉以内に1回以上⾏ってください。ただし、6か⽉以内に
本貸付を完済した場合など、やむを得ない事情がある場合には、この限りではありません。

※ 実際の⽀援実施時には、確認書に記載した内容に必ずしも拘る必要はなく、その時点における中⼩企業者等
の経営状況に応じて、適切な⽀援を柔軟に実施してください。

※ 複数の⾦融機関から本貸付の申込みがある場合は、それぞれの⾦融機関において⾮⾦融⽀援を実施する必
要があります。

※ 同⼀の⾦融機関において、複数回の申込みや借換えが⾏われる場合には、⾮⾦融⽀援は1回にまとめて実施
して差し⽀えありません。ただし、保証料補助要件等確認書（様式第14号）は、申込みごとに作成・添付してく
ださい。（記載内容が重複しても問題ありません）

※ ⾮⾦融⽀援の実施状況（有無・内容・結果等）について、県や信⽤保証協会への報告は不要です。
⑫ 本貸付を実⾏した場合には、保証料補助要件等確認書（様式第14号）を、取扱⾦融機関の本店⼜は⺟店
でとりまとめの上、毎⽉の融資実⾏状況報告と併せて、データで兵庫県地域経済課へご提出ください。
※ 本貸付は保証協会の保証が付されますが、確認書の提出は必要ですのでご留意ください。


